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井林たつのり ▼ 検 索

FAX ０５４－６３９－５８０２

コーヒー１杯分のご支援を！

ラジオ放送
スタート！

“井林たつのり”のスマイルメッセージ
ＦＭ島田（76.5MHz）にてスタート！

”井林たつのり”のスマイルメッセージ

第1・第3・第5＜水曜日＞8:10～放送
ＦＭ島田（76.5MHz）

衆議院議員 井林たつのり
生年月日　　昭和５１年７月１８日（３８才）
住　　　所　　藤枝市本町
本　　　籍　　榛原郡川根本町（お茶農家）
【経歴】
京都大学工学部、大学院工学研究科卒業
平成１４年より国土交通省勤務
平成２２年６月衆議院選挙挑戦のため退官
平成２４年１２月、平成２６年１２月当選（二期目）
京都大学工学部非常勤講師も務める
【家族】 妻・長女・次女　【趣味】 野球、水泳
【好物】焼魚、白米、お茶

発行所；自由民主党本部

東京都千代田区永田町1-11-23
電話：東京03 (3581) 6211 （代）

自由民主党
静岡県第二選挙区支部
〒426-0037
藤枝市青木3-13-8
TEL 054-639-5801

054-639-5802FAX
Mail office@t-ibayashi.com
井林たつのり国会事務所
〒100-8981
東京都千代田区永田町2-2-1
衆議院第一議員会館919号室
TEL 03-3508-7127
FAX 03-3508-3427

-瓦版第二十三号-

たつのり

４月から、ＦＭ島田にて、 国政の動きや政策をわかりやすくお伝え
する。 「井林たつのりのスマイル ・ メッセージ」 を放送します。また、
様々な方をお迎えして対談や様々な取り組みもご紹介します。車で
の移動中や、家事をしながら、またお仕事をしながらでも、耳を傾け
て頂ければ幸いです。

ＦＭ島田はラジオだけではなく、 インターネットでも視聴できるイン
ターネットサイマルラジオ（http://www.jcbasimul.com/）でも視聴で
きます！是非、多くの皆様の視聴をお待ちしています。

古い自民党には戻さない！地域に根差し、日本の将来の為の政
策を実行します！政治の現場では、より多くの党員の皆様にお支え
頂いていることは、「井林たつのり」の発言力に直結致します。一人
でも多くの方々に自民党入党をお願い申し上げます（総裁選への投
票権を持って頂けます。）党費は年間4,000円家族党員2,000円で
す。毎月コーヒー１杯分のご支援とお考え頂けますよう、お願い申し
上げます。下記FAX頂くか、電話（054-639-5801）又はメール
（office@t-ibayashi.com）でお伝えください。（どこにお住まいでも、静岡県

第二選挙区支部党員で、ご登録いただけます。）

お名前
※入党は個人名のみとなります。

住所

TEL/FAX 生年月日

〒　　　-

日本再生！安倍新総裁と誓いました。

スマホをかざすと、井林がしゃべります。
詳細は中面をご覧ください。



給与を上げろ！
～実感できる景気回復の為に～

井林
～瓦版 第二十三号～

い ばやし

井林
～瓦版 第二十三号～

い ばやし

2013年 2014年 2015年

経団連
5,830円

1.83%
7,370円

2.28%

上昇へ！
4月中旬

公表予定

連合
4,866円

1.71%
5,928円

2.07%

7,497円
2.43%

（3.20集計分）

厚労省
5,478円

1.80%
6,711円

2.19%

上昇へ！
7～8月に

公表予定

◆給与（月額）引上げ状況（上段；引上げ額、下段；引上げ率）

◆目標は給与の上昇
この三年間で月給は大幅に上昇しました。大企業だけでなく、静

岡県内では６５％以上の中小企業でも賃上げが実現しました。今後
もこの流れを途切れることなく、実感できる景気回復を実現していか
なければなりません。給与を上げた会社の税金を安くする制度も導
入しました。

生活者、一人一人が実感できる景気回復！実現します！

◆景気回復は遠い国の出来事？
十年ぶり以上の高値を更新する、日経平均。大手大企業の史上

最高益更新を伝える新聞。どこか遠い国の出来事のように感じませ
んか？なんでそんなことが起きるのでしょうか？実は、日本企業の
生産性は上がっているんです。でも、給与が上がっていないんで
す。だから、個人消費も上がってきません（下図参照）。給与を挙げ
なければいけません！

～春闘（しゅんとう）とは～

各企業等の労働組合は、全国中央組織の労働団体や産業
別組織の指導・調整のもとに、毎年春に賃金引き上げ等を中
心とする要求を各企業等に提出し、団体交渉を行います。これ
を一般に「春闘」と呼んでいます。現在の春闘方式は、1956
（昭和31）年から始まったと言われており、半世紀以上の歴史
があります。

なお、大企業は回答を一斉に行う傾向にあり、集中回答日と
言われている。
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